
士別市の自然環境等と再生可能エネルギー発電事業と

の調和に関する条例

（概要）
【目的（第１条）】
再生可能エネルギー発電施設を設置しようと

する事業者が、自然環境や景観、地域住民の生

活環境に配慮し、施設の適正な設置及び維持管

理を行うための条例です。

【設置禁止区域（第５条）】
次に掲げる区域においては、再生可能エネル

ギー施設の設置を禁止します。

①土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対

策の推進に関する法律に規定する土砂災害警

戒区域、土砂災害特別警戒区域

②砂防法に規定する砂防指定地の区域

③都市計画法により規定する都市計画区域

④森林法により規定する保安林の区域

⑤農地法に規定する甲種農地、農用地区域内農

地、第一種農地

⑥農業振興地域の整備に関する法律により規定

する農用地区域

⑦その他市長が必要と定める区域

【事前協議（第６条）】
事業者は、再生可能エネルギー発電施設の設

置届出書を提出する前に、あらかじめ当該事業

の内容等の事項について市長と協議しなければ

いけません。

なお、士別市は、事業者に対し必要な指導又

は助言を行います。

【説明会の開催（第７条）】
事業者は、当該事業区域の近隣住民等の理解

を得るため、説明会を開催しなければなりませ

ん。

なお、説明会を開催する 30 日前までに市と近

隣住民等に周知が必要です。

【各種届出

（第８,９,10,12,14 条）】
･事業開始：工事着手日の 90 日前までに届出

･維持管理：事業開始届と合わせて計画書を提出

･事業変更：事業開始届を変更する場合は届出

･工事着工：工事の着工後速やかに届出

･工事完了：工事の完了後速やかに届出

･事故報告：事故発生から 30 日以内に届出

･事業廃止：事業廃止日の 30 日前までに届出

※事業を廃止するときは、速やかに撤去しな

ければなりません。

【維持管理（第 12 条）】
事業者は維持管理計画を作成し、インターネ

ット等で公表しなければなりません。作成日か

ら起算して 5年間は計画書を保管が必要です。

計画を変更した場合も、その都度公表・保管

します。

【地位の承継等（第 13 条）】
事業者は、再生可能エネルギー発電事業を承

継した場合は、承継した日から 30 日以内に市に

報告しなければなりません。

【報告の徴収･立入調査

（第 16,17 条）】
士別市は事業者に対し、再生可能エネルギー

発電施設の設置の状況やその他必要な事項に関

し報告を求め、施設等に立ち入ることができま

す。

【指導及び助言･勧告

（第 15,18 条）】
士別市は事業者に対し、指導及び助言を行い

ます。

なお、措置が必要な場合は対応を講ずるよう

勧告することができます。


